
（単位：千円）

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
（交付限度額
⑨、⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

合計 3,741,625 3,741,625 1,158,376 0 0 1,375,064 1,165,830 42,355 0 0

1 R4 単 ○ ○

電力・ガス・
食料品等価格
高騰支援給付
金【低所得者
世帯給付金】

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う低所得世

帯支援

1,171,950 1,171,950 6,120 1,165,830

①新型コロナウイルス感染症による物価高騰の負担感が大きい低
所得世帯（非課税世帯・家計急変世帯・均等割課税世帯）への負
担軽減を図るために給付金を支給するもの
②令和5年度住民税非課税世帯に対する給付金
　 令和5年１月以降に住民税非課税等世帯と同様の事業にあると
認められる世帯（家計急変世帯）に対する給付金
③給付金：38,861世帯×30千円（非課税世帯）
　 　　　　　204世帯×30千円（家計急変世帯）
④令和5年度住民税非課税世帯
　 令和5年１月以降に住民税非課税等世帯と同様の事業にあると
認められる世帯（家計急変世帯）

－ － ○ － R5.6 R5.12

電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金において低
所得世帯等へ支給した世帯数
３９，０６５世帯

広報紙，HP

https://www.city.kashiwa
.lg.jp/fukushiseisaku/ans
hinanzen/covid19/seikat
sushien/kyufukinzekin/t
eisyotokusetaitou.html

R5補正（地）

2 R4 単 ○ ○

電力・ガス・
食料品等価格
高騰支援給付
金（事務費）

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○ － 42,355 42,355 42,355 -

①新型コロナウイルス感染症による物価高騰の負担感が大きい低
所得世帯（非課税世帯・家計急変世帯・均等割課税世帯）への負
担軽減を図るために給付金を支給するにあたって必要な事務費
②低所得世帯への給付金に係る事務費
③事務費：42,355千円（48,441千円×39,065世帯÷44,678世帯）
　 総事務費48,441千円の内訳
　　　　　 需用費377千円，郵便料等9,088千円
　　　　　 手数料28,125千円，委託料10,411千円
           賃借料440千円
④令和5年度住民税非課税世帯
　 令和5年１月以降に住民税非課税等世帯と同様の事業にあると
認められる世帯（家計急変世帯）

－ － ○ － R5.6 R5.12

電力・ガス・食料品等価格高
騰緊急支援給付金において低
所得世帯等へ支給した世帯数
３９，０６５世帯

広報紙，HP

https://www.city.kashiwa
.lg.jp/fukushiseisaku/ans
hinanzen/covid19/seikat
sushien/kyufukinzekin/t
eisyotokusetaitou.html

R5補正（地）

3

4

5

6

7 R4 単 ○ －

保育園等物価
高騰対策支援
助成金【R5当
初予算分】

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

37,683 37,683 37,683 -

【R5当初予算分】
①コロナ禍において物価高騰の影響を受けている食材費につい
て，利用者の負担増を招くことなく， 事業者が安定したサービスを
提供できるよう，保育園・幼稚園等の事業者に対して助成金を支給
するもの
②③
乳児食（私立認可・こども園２・３号，小規模）：3,226人×15円×149
回=7,210,110円=7,210千円
幼児食（私立認可・こども園・小規模）：3,849人×18円×149回
=10,323,616円=10,324千円
幼児食：1,255人×18円×149回=3,365,910円=3,366千円
幼児食（こども園1号），幼稚園：7,519人×18円×124回
=16,782,408円=16,783千円
※園児数は，R4.4.1時点（R5新園は予定定員）
※物価上昇分の単価は消費者物価指数を用いて算出
④市内の私立認可保育園，認定こども園，小規模認可保育施設，
私立幼稚園，認可外保育施設

－ － － － R5.4 R5.9 実施対象施設１５７園 HP R5当初（地）

8 R4 単 ○ －

保育園等物価
高騰対策支援
助成金【R5補
正予算分】

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

80,255 80,255 80,255 -

【R5補正予算分】
①コロナ禍において物価高騰の影響を受けている食材費につい
て，利用者の負担増を招くことなく， 事業者が安定したサービスを
提供できるよう，保育園・幼稚園等の事業者に対して助成金を支給
するもの
②③
幼児食（私立認可・こども園２・３号，小規模）：4,046人×39円×144
回=22,722,336円=22,723千円
乳児食（私立認可・こども園・小規模）：3,308人×33円×144回
=15,719,616円=15,720千円
幼児食：1,248人×39円×144回=7,008,768円=7,009千円
幼児食（こども園1号）：7,499人×39円×119回=34,802,859円
=34,803千円
※園児数は，R5.4.1時点（R5新園は予定定員）
※物価上昇分の単価は消費者物価指数を用いて算出
④市内の私立認可保育園，認定こども園，小規模認可保育施設，
私立幼稚園，認可外保育施設，公立保育園（教職員を除く食材費
のみ）

－ － － － R5.10 R6.3 実施対象施設１５７園 HP R5補正（地）

9 R4 単 ○ －

介護サービス
事業者向け物
価高騰対策支
援助成金【R5
当初予算分】

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

41,670 41,670 41,670 -

【R5当初予算分】
【当該事業は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金と分け
て記載　※国R4予備費充当分】
①コロナ禍における物価高騰の影響を受けた事業者へ財政的支援
(令和5年4月～令和5年9月の食材費の物価高騰上昇相当額)をす
ることで，利用者の経済的負担増加の回避を図り，安定した介護
サービスを提供できるようにするため
②事業者への助成金及び事務費
③入所・入居系:10,800円×3885人×100％=41,958,000円=41,958
千円
通所系：3,000円×3558人×95％=10,140,300円=10,141千円
郵便料:20千円
（うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金予算分
41,670千円）
④介護サービス事業所，軽費老人ホーム，養護老人ホームを運営
する事業者

－ － － － R5.4 R5.9 補助金交付件数：１８０件（対
象事業所数の約８割）

HP R5当初（地）

10 R4 単 ○ －

介護サービス
事業者向け物
価高騰対策支
援助成金【R5
補正予算分】

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

59,867 59,867 59,867 -

【R5補正予算分】
【当該事業は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金と分け
て記載　※国R4予備費充当分】
①コロナ禍における物価高騰の影響を受けた事業者へ財政的支援
(令和5年10月～令和6年3月の食材費の物価高騰上昇相当額)を
することで，利用者の経済的負担増加の回避を図り，安定した介護
サービスを提供できるようにするため
②事業者への助成金
③入所・入居系：3,855人×43円×180日×3回×申請率100％
=89,513,100円=89,514千円
通所系：3,506人×43円×150日×1回×申請率90％=20,352,330円
=20,353千円
（うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金予算分
59,867千円）
④介護サービス事業所，軽費老人ホーム，養護老人ホームを運営
する事業者

－ － － － R5.10 R6.3 補助金交付件数：１８０件（対
象事業所数の約８割）

HP R5補正（地）

11 R4 単 ○ －

障害福祉施設
物価高騰対策
支援助成金
【R5当初予算
分】

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

15,418 15,418 15,418 -

【R5当初予算分】
①障害福祉サービス事業者に対し，コロナ禍の影響を受けている
食材費について，利用者に安定して食事提供できるよう助成金を
支給するもの。
②令和5年4月から9月までの食材費に対する物価高騰分に充当
③
入所・入居系：1,101人×10,900円=12,000,900円×申請率
80%=9,600,720円

通所系：3,019人×3,100円=9,358,900円
　　　　に地域生活活動支援分を加算　296,400円
　　　　 9,358,900円+296,400円=9,655,300円×申請率
60%=5,793,180円

　9,600,720円＋5,793,180円=15,393,900円

郵便料：84円×285事業所≒24,000円

15,393,900円＋24,000円=15,417,900円=15,418千円
④障害福祉サービス事業者285事業所

－ － － － R5.4 R5.9 申請事業者数：２００事業所(７
割)

HP R5当初（地）

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

地域住民への周知方法
（HP,広報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通

常

交

付

金

重

点

交

付

金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

交付金の区分

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠の
地方負担分に

充当

Ｂ Ｃ Ｄ
Ｂ３ Ｂ４所

管
Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に

交付対象事業
の名称



（単位：千円）

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
（交付限度額
⑨、⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

地域住民への周知方法
（HP,広報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通

常

交

付

金

重

点

交

付

金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

交付金の区分

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠の
地方負担分に

充当

Ｂ Ｃ Ｄ
Ｂ３ Ｂ４所

管
Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に

交付対象事業
の名称

12 R4 単 ○ －

障害福祉施設
物価高騰対策
支援助成金
【R5補正予算
分】

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

22,542 22,542 22,542 -

【R5補正予算分】
①障害福祉サービス事業者に対し，コロナ禍の影響を受けている
食材費について，利用者に安定して食事提供できるよう助成金を
支給するもの。
②令和5年10月から令和6年3月までの食材費に対する物価高騰分
に充当
③入所・入居系：930人×43円×180日×3回×申請率80％
=17,275,680円=17,276千円
通所系：2,041人×43円×150日×1回×申請率40％=5,265,780円
=5,266千円
④障害福祉サービス事業者271事業所

－ － － － R5.10 R6.3 申請事業者数：２００事業所(７
割)

HP R5補正（地）

13 R4 単 ○ － 生産資材等高
騰対策支援金

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○
⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

82,500 82,500 82,500 -

①コロナ禍における原油価格高騰等の影響により，生産資材価格
の高騰が続いていることから，農業者の負担軽減を図るため，支援
金の給付を行うもの
➁補助費
③令和4年確定申告をベースに
　・諸材料費220,000千円×15%＝33,000千円
　・動力光熱費330,000円×15%＝49,500千円
④市内販売農家

－ － － － R5.9 R6.1 申請件数４８０件 ＨＰ R5補正（地）

14 R4 単 ○ －

公共交通事業
者燃料価格高
騰対策支援事
業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

45,920 45,920 45,920 -

①新型コロナウイルス感染症の影響により利用者が減少し，厳しい
経営状態にある中で，さらに，原油価格高騰の影響を受けている，
市内を運行する公共交通事業者に対し，燃料価格高騰分の一部を
支援することで，市民の日常の移動手段である地域公共交通の維
持を図っていくことを目的とするもの
②事業者への支援金
③路線バス　181台×160千円＝28,960千円
　　タクシー　424台×40千円＝16,960千円
④市内を運行する路線バス事業者
　市内に営業所を有する法人・個人タクシー事業者

－ － － － R5.10 R6.3

支援金交付事業者数

バス事業者　　　　法人４社
タクシー事業者　　法人１０社
　　　　　　　　　　　 個人２６者

HP R5補正（地）

15 R4 単 ○ －

学校給食費の
補助（自校方
式）【R5当初予
算分】

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

29,259 29,259 29,259 -

【R5当初予算分】
【当該事業は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金と分け
て記載　※国R4予備費充当分】
①新型コロナウイルス感染症による学校給食材料費の高騰に伴う
影響額相当を支援し，保護者負担を増やすことなく，学校給食の質
を維持するもの（教職員を除く）
②学校給食材料費を対象経費とした補助金
③小学校　1食265円×6.6%×19,509人×185回÷2（1食当たり補
助額17.5円）
 中学校　1食330円×6.6%×  8,880人×183回÷2（1食当たり補助
額21.8円）
（うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金予算分
29,259千円）
④自校方式給食校児童生徒の上半期の給食材料費

－ － － － R5.4 R5.9

実施対象

小学校３５校
中学校１７校　計５２校

HP R5当初（地）

16 R4 単 ○ －

学校給食費の
補助（自校方
式）【R5補正予
算分】

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

57,639 57,639 57,639 -

【R5補正予算分】
【当該事業は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金と分け
て記載　※国R4予備費充当分】
①新型コロナウイルス感染症による学校給食材料費の高騰に伴う
影響額相当を支援し，保護者負担を増やすことなく，学校給食の質
を維持するもの（教職員を除く）
②学校給食材料費を対象経費とした補助金
③小学校 1食265円×14.3%×19,527人×185回÷2（1食当たり補
助額38円）
 中学校 1食330円×14.3%×  8,880人×183回÷2（1食当たり補助
額48円）
（うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金予算分
57,639千円）
④自校方式給食校児童生徒の下半期の給食材料費

－ － － － R5.10 R6.3

実施対象

小学校３５校
中学校１７校　計５２校

HP R5補正（地）

17 R4 単 ○ －

学校給食費の
補助（センター
方式）【R5当初
予算分】

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

6,035 6,035 6,035 -

【R5当初予算分】
【当該事業は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金と分け
て記載　※国R4予備費充当分】
①新型コロナウイルス感染症による学校給食材料費の高騰に伴う
影響額相当を支援し，保護者負担を増やすことなく，学校給食の質
を維持するもの（教職員を除く）
②学校給食材料費
③1食あたり6.6％×4,088人×94回
小学校1食260円×6.6％×2,509人×188回÷2（1食当たり補助額
17.16円）
中学校1食305円×6.6％×1,579人×188回÷2（1食当たり補助額
20.13円）
（うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金予算分
6,035千円）
④学校給食センター受配校児童生徒の給食材料費

－ － － － R5.4 R5.9

実施対象

小学校７校
中学校４校　計１１校

HP R5当初（地）

18 R4 単 ○ －

学校給食費の
補助（センター
方式）【R5補正
予算分】

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

5,132 5,132 5,132 -

【R5補正予算分】
【当該事業は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金と分け
て記載　※国R4予備費充当分】
①新型コロナウイルス感染症による学校給食材料費の高騰に伴う
影響額相当を支援し，保護者負担を増やすことなく，学校給食の質
を維持するもの（教職員を除く）
②学校給食材料費
③1食あたり14.3％×3,989人×94回
小学校1食260円×14.3％×2,424人×188回÷2（1食当たり補助額
38円）
中学校1食305円×14.3％×1,565人×188回÷2（1食当たり補助額
44円）
（うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金予算分
5,132千円）
④学校給食センター受配校児童生徒の給食材料費

－ － － － R5.10 R6.3

実施対象

小学校７校
中学校４校　計１１校

HP R5補正（地）

19 R4 単 ○ － 水道料金減免
事業

○ － ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○ － 449,400 449,400 449,400 -

①コロナ禍における物価高騰等の社会情勢を踏まえ，水道使用者
の経済的負担を軽減するため
②水道事業会計に繰り出し，水道料金の減免にかかる費用
③
・水道料金の基本料金の減免　445,000千円　200,600件
（内訳）※令和4年実績を基に算出
R4.11月・12月実績÷R4.5月・6月実績×100＝伸び率
442,590千円÷439,435千円×100＝100.72％
R5.5月・6月実績（端数処理）×伸び率＝R5.11月・12月分基本料金
予想額
446,000千円（端数処理）×100.72％＝449,211千円
→450,000千円（端数処理）
450,000千円－5,000千円（減免対象外施設）＝445,000千円
・事務費等(お知らせ通知印刷費，検針時お知らせ通知配布委託
費)　4,400千円
④柏市上下水道局と水道契約をしている使用者(国・県・市等の施
設を除く。)

－ － － － R5.11 R5.12 水道料金の基本料金減免額
　４４９，４００千円

HP，広報紙，検針時に配
付するお知らせ文書

R5補正（地）



（単位：千円）

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
（交付限度額
⑨、⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

地域住民への周知方法
（HP,広報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通

常

交

付

金

重

点

交

付

金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

交付金の区分

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠の
地方負担分に

充当

Ｂ Ｃ Ｄ
Ｂ３ Ｂ４所

管
Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に

交付対象事業
の名称

20 R4 単 ○ －
学校給食費の
無償化（重点
交付金分）

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

397,169 397,169 397,169 -

【当該事業はNo.32と2行に分けて記載　※国R4予備費充当分】
①新型コロナウイルス感染症等による物価高騰等の社会情勢を踏
まえ，子育て世帯の負担軽減のため，令和5年11月から令和6年1
月までの3ヶ月間の市立小中学校の給食費を無償化する
②学校給食費，事務経費（保護者宛通知文印刷費）
③自校式小学校 16,439人×4,770円×3月
　 自校式中学校　 7,592人×5,280円×3月
　 センター式小学校　1,906人×4,500円×3月
　 センター式中学校　1,310人×5,300円×3月
　 印刷・製本費　109,000円
④市立小中学校及び学校給食センターの給食提供を受けている児
童・生徒の保護者等

－ － － － R5.11 R6.1

実施対象

小学校４２校
中学校２１校　計６３校

HP R5補正（地）

21 R4 単 ○ －

貨物運送事業
者燃料価格高
騰対策支援事
業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

50,000 50,000 50,000 -

【当該事業は物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金と分け
て記載　※国R4予備費充当分】
①新型コロナウイルス感染症及び燃料価格高騰の影響を受けた貨
物運送事業者に対し支援金を交付することにより，当該事業者の
経済的負担を軽減するため
②貨物運送事業者燃料価格高騰対策支援金に充当
③市内約180事業者
（一般貨物）
28千円(1台当たりの年間の負担増に対する補助額)×3,948台
＝110,544千円
（軽貨物）
6千円(1台当たりの年間の負担増に対する補助額)×1,337台
＝8,022千円
110,544千円＋8,022千円＝118,566千円
≒100,000千円(大手企業は対象外とするため)
（うち新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金予算分
50,000千円）
④市内に営業所を有する中小貨物運送事業者(法人又は個人)

－ － － － R5.10 R5.12 交付金交付件数　１８０件 HP R5補正（地）

22 R4 単 ○ －
地域クラブ参
加費支援補助
金

○ － ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○ － 19,200 19,200 19,200 -

①部活動の地域移行により，参加する中学生の保護者に新たな費
用負担が発生することから，コロナ禍における物価高騰等に直面
する子育て世帯への生活支援として，家庭の経済状況に関わらず
希望者が参加できるよう参加費用を補助するもの
②地域クラブ参加支援補助金に充当
③困窮世帯300名×参加費等19,000円
　 困窮世帯以外2,700名×年間登録費5,000円
④地域クラブに参加するものの生計を共にする保護者

－ － － － R5.6 R6.3 補助金交付件数２，５００件 HP R5補正（地）

23 R4 単 ○ － 街路灯電気料
金等補助金

○ － ○
④-Ⅲ．新たな価格体系
への適応の円滑化に向
けた中小企業対策等

○ － 10,845 10,845 10,845 -

①新型コロナウイルス感染症の影響による市内事業者の売上減少
及び原油価格高騰等による電気料金上昇の影響により，厳しい財
政状況におかれている商店会等があることから，商店会等が所有
する街路灯等に係る電気料について補助するもの
②街路灯等電気料補助金に充当
③39団体
補助率を1/2から10/10に引上げた分10,845千円
（内訳）※年間の値引きや値上げを考慮
1月(特例値引き前)の合計1,662,912円
2月～5月(特例値引き後)の合計4,855,702円
6月～10月(値上げ後)の合計9,777,921円
11月・12月(値引き終了後)の合計4,967,184円
1,662,912円＋4,855,702円＋9,777,921円＋4,967,184円
＝21,263,719円
≒21,245千円(商店会個々の計算において千円未満切り捨て)
21,245千円-10,400千円(当初予算額)
＝10,845千円
補助率を1/2から10/10に引上げた分10,845千円
④市内街路灯等保有商店会38団体及び柏市工業団地協同組合

－ － － － R6.1 R6.1 補助金交付件数　３９件 HP R5補正（地）

24 R4 単 ○ － 中小企業資金
融資制度

－ ○ ○
④-Ⅲ．新たな価格体系
への適応の円滑化に向
けた中小企業対策等

○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

12,000 12,000 12,000 -

①市内中小事業者に対し，資金繰り及びアフターコロナを見据えた
新規事業創出・創業を支援するため，柏市中小企業資金融資制度
等の融資を受けた者に係る支払利子及び信用保証料の補助を行
うもの
②中小企業融資資金資金利子補給補助金及び信用保証料補助金
に充当
③
(1)柏市中小企業資金融資制度（事業資金・小口事業資金のうち運
転資金）を利用した場合の支払利子及び信用保証料を全額補助
(2)小規模事業者経営改善資金（マル経融資）の支払い利子の全
額補助
　　　　　　　　(1)・(2)　計　25件　4,988千円
(3)柏市中小企業融資制度（挑戦資金・創業支援資金）を利用した
場合の信用保証料を全額補助
　　　　　　　　　　　　　(3)　25件　7,012千円
④ ③(1)(2)は新型コロナウイルス感染症に起因するセーフティネッ
ト４号認定を受けた市内事業者
　　 (3)は新規事業創出・創業者等

－ － － － R5.4 R5.6 補助金交付件数　５０件 HP R5補正（地）

25 R4 単 ○ －
柏市中小企業
電気・ガス料金
高騰支援金

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

360,000 360,000 360,000 -

①新型コロナウイルス感染症による電気・ガス価格高騰の影響を
受けた市内事業者に対し支援金を交付することにより，当該事業者
の経済的負担を軽減するため
②事務委託費用及び柏市中小企業電気・ガス高騰支援金に充当
③
 (1)事務委託費用　50,000千円
 (2）支援金　5,000件　310,000千円
　　（内訳）
　　30,000円×2,000件
　　50,000円×1,500件
　　100,000円×1,000件
　　150,000円×500件
④ 市内に本店登記のある中小企業者及び個人事業主

－ － － － R5.9 R6.3 支援金交付件数　５，０００件 HP R5補正（地）

26 R4 単 ○ － 水道料金減免
事業（追加分）

○ － ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○ － 449,400 449,400 449,400

①コロナ禍における物価高騰等の社会情勢を踏まえ，水道使用者
の経済的負担を軽減するため
②水道事業会計に繰り出し，水道料金の減免にかかる費用
③
・水道料金の基本料金の減免　445,000千円　200,600件
（内訳）※令和4年実績を基に算出
R4.11月・12月実績÷R4.5月・6月実績×100＝伸び率
442,590千円÷439,435千円×100＝100.72％
R5.5月・6月実績（端数処理）×伸び率＝R6.1月・2月分基本料金予
想額
446,000千円（端数処理）×100.72％＝449,211千円
→450,000千円（端数処理）
450,000千円－5,000千円（減免対象外施設）＝445,000千円
・事務費等(お知らせ通知印刷費，検針時お知らせ通知配布委託
費)　4,400千円
④柏市上下水道局と水道契約をしている使用者(国・県・市等の施
設を除く。)

－ － － － R5.11 R5.12 水道料金の基本料金減免額
　４４９，４００千円

HP，広報紙，検針時に配
付するお知らせ文書

R5補正（地）

27 R4 単 － －
小児インフル
エンザ予防接
種委託

○ － ○
⑤-Ⅳ-１．ウィズコロナ下
での感染症対応の強化

○ － 61,124 61,124 61,124

①新型コロナとインフルエンザの同時流行抑制を目的とした，イン
フルエンザ予防接種事業促進（令和4年度新規事業）
②予防接種実施及びデータ入力のための委託料，予診票印刷製
本費
③積算合計　61,123,530円
（予防接種委託）　39,000件×1,500円　 = 58,500,000円
（データ入力委託）39,000件×49円×1.1=   2,102,100円
（予診票印刷製本）2,500冊×185円×1.1=   508,750円
（チラシ）                                                  12,680円
④生後６か月から小学校６年生相当の柏市民

－ － － － R5.10 R6.1 積算と同様，合計接種件数
39,000件

HP，広報紙 R5当初（地）



（単位：千円）
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交付対象経費
国のR4予算分
（交付限度額
①、②、③）

国のR4予算分
（交付限度額

④）

Ｂ３'
国のR4予算分
（交付限度額

⑤）

Ｂ３''
国のR4予算分
（交付限度額

⑥）

Ｂ４’
国のR4予算分
（交付限度額
⑦、⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算分
（交付限度額
⑨、⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源や
補助対象外経

費等）

令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

地域住民への周知方法
（HP,広報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関連
している国庫補助事業
がある場合、その国庫
補助事業名と所管省庁

名）

予算区分
低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

通

常

交

付

金

重

点

交

付

金

経済対策との関係
⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

基金
事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

交付金の区分

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

種類

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

検査促進枠の
地方負担分に

充当

Ｂ Ｃ Ｄ
Ｂ３ Ｂ４所

管
Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

補

助

・

単

独

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に

交付対象事業
の名称

28 R4 単 － －
個別予防接種
委託（高齢者イ
ンフルエンザ）

○ － ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○ － 163,407 163,407 163,407

①新型コロナとインフルエンザの同時流行抑制を目的とした，イン
フルエンザ予防接種事業促進
②予防接種実施及びデータ入力のための委託料，予診票印刷製
本費
③積算合計　163,407,300円
（予防接種委託）一般　56,000件×2,764円= 154,784,000円
（予防接種委託）生保　　1,100件×4,264円=    4,690,400円
（データ入力委託）　　　57,000件×49円×1.1=  3,072,300円
（予診票印刷製本）　　　4,200冊×185円×1.1= 854,700円
（チラシ）　                                                    5,900円
④６５歳以上（一部の疾患等による障害者手帳一級所持者におい
ては６０歳から）の柏市民

－ － － － R5.10 R6.1 積算と同様，合計接種件数
57,000件

HP，広報紙 R5当初（地）

29 R4 単 ○ － 処遇改善助成
金

－ ○ ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

43,150 43,150 43,150

①国が「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」として介護職
に対して処遇改善を行っているが，国の処遇改善の対象にならな
い介護支援専門員に対して，介護サービス事業者を通して処遇改
善のための補助金を交付するもの。
②処遇改善を行った事業者への補助金
③9,000円×550人×12ケ月-16,250,000円(減額補正等)=43,150千
円
④介護支援専門員が従事する介護サービス事業所を運営する事
業者

－ － － － R5.4 R6.3 処遇改善の対象人数：385人
(介護支援専門員550人の7割)

HP R5当初（地）

30 R4 単 ○ －

保育園等物価
高騰対策支援
助成金（建築
資材）

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

6,035 6,035 6,035

①コロナ禍において保育施設整備費の物価高騰の影響を受けた
事業者に対して財政的支援を図り，施設整備を円滑に進めること
で，市民等に安定した保育サービスを提供できるようにするため
②事業者への補助金
③対象数：1施設
補助額：6,035千円
④保育施設の整備事業者

－ － － － R6.3 R6.3 2か年事業2年目（2年目90％） HP R5補正（地）

31 R4 単 ○ －

障害福祉施設
物価高騰対策
支援助成金
（建築資材）

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・原材
料・食料等安定供給対策

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

16,670 16,670 16,670

①コロナ禍における障害福祉施設整備費の物価高騰の影響を受
けた事業者に対し，物価高騰分も補助金追加することで、施設整備
を円滑に進め，安定した障害福祉サービスを提供することができ
る。
②事業者への補助金
③以下を上限とし補助対象とする。
すくすくハウス：150,000千円（国・市補助額）×44.8%(今年度末の予
定進捗率)×7.3%（物価上昇率）＝4,905千円
くるみこども園：10,000千円（市補助額）×98％(今年度末の予定進
捗率)×9.7%（物価上昇率）＝950千円
青和園：168,750千円（国・市補助額）×56.22％（今年度末の予定
進捗率）×11.4％（物価上昇率）＝10,815千円
④障害福祉施設を整備する事業者

－ － － － R6.3 R6.3 補助金交付対象者：3事業者 HP R5補正（地）

32 R4 単 ○ －
学校給食費の
無償化（通常
交付金分）

○ － ○
④-Ⅳ．コロナ禍において
物価高騰等に直面する
生活困窮者等への支援

○ － 5,000 5,000 5,000

【当該事業はNo.20と2行に分けて記載　※通常分】
①新型コロナウイルス感染症等による物価高騰等の社会情勢を踏
まえ，子育て世帯の負担軽減のため，令和5年11月から令和6年1
月までの3ヶ月間の市立小中学校の給食費を無償化する
②学校給食費，事務経費（保護者宛通知文印刷費）
③自校式小学校 16,439人×4,770円×3月
　 自校式中学校　 7,592人×5,280円×3月
　 センター式小学校　1,906人×4,500円×3月
　 センター式中学校　1,310人×5,300円×3月
　 印刷・製本費　109,000円
④市立小中学校及び学校給食センターの給食提供を受けている児
童・生徒の保護者等

－ － － － R5.11 R6.1

実施対象

小学校４２校
中学校２１校　計６３校

HP R5補正（地）


